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  婚姻費用の分担について       

                            福岡家庭裁判所 

１ 婚姻費用の分担について 

  夫婦は、それぞれの経済力に応じて、生活にかかる費用を分担する義務があります。

それは、夫婦が別居した場合でも同様です。このような婚姻中の生活費のことを 

「婚姻費用」といい、また家族全員が同程度の暮らしができるように生活費を負担し

合うことを「婚姻費用の分担」といいます。 

２ 婚姻費用の分担の調停・審判について 

 調停とは、裁判官１人と調停委員２人以上で構成される調停委員会が、中立の立

場で、夫と妻（以下「当事者」といいます。）から事情や意見を聴いて、お互いが納

得して問題を解決できるように、助言や合意のあっせんをする手続です。 

  当事者の一方が調停に出席されない場合、又は調停で協議をしても合意の見込み

がないなどの場合には、調停委員会の判断により調停は不成立となります。その場

合、申立人が申立てを取り下げない限り、自動的に「審判」という手続に移り、家

庭裁判所が婚姻費用の金額等を決定することになります。 

 調停及び審判の手続は非公開です。 
 

＊一般的な手続の流れ 

   

 

 

 

 

 

 

３ 家庭裁判所に提出する書類について 

 提出する書類は以下のとおりです。「進行連絡メモ」以外の書類は、他方当事者に読

まれたりコピーを取られたりする可能性があることを前提として作成してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 前記以外に、提出書類がある場合は、他方当事者交付用も含めてコピー２部をご

申立人（調停を申し込む人）の提出書類 

① 申立書…コピーを相手方に送ります。 

② 夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書） 

③ 事情説明書 

④ 進行連絡メモ 

⑤ 送達場所の届出書 

⑥ 収入に関する資料コピー（別紙参照） 

2 部 

 

相手方（調停を申し込まれた人）の提出書類 

次の①～④を、期日の２週間前までに返送し

てください。 

① 回答書（計２枚） 

② 進行連絡メモ 

③ 送達場所の届出書 

④ 収入に関する資料コピー（別紙参照） 

2 部 

 

移行 
申立て 調停期日 

（必要に応じて 

１～数回） 

調停成立 

調停不成立 審判手続 

 

合意ができた 

協議を続けても合意

成立の見込みがない 

※この場合、裁判所が 

「調停に代わる審判」を

することがあります。 
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準備ください。 
 

４ 調停の進行について 

 当事者双方の待合室は別です。１回の時間は１００分ほどで、申立人と相手方か

ら交互に事情を聞き、期日の終了時に次回期日の調整や次回期日に向けて準備すべ

きことなどの確認を行います。 

 調停では、調停委員が父母の収入や生活の状況等をお尋ねするなどした上で、双

方の話合いによって負担額を決めることになります。通常、双方から所得資料等を

提出してもらい、「算定表」を参考にしながら話合いを進めます。 

他方、審判では、所得資料等をもとに家庭裁判所が一切の事情を考慮して負担額

等を決定します。 

※ 婚姻費用の算定表は裁判所ウェブサイトに掲載されています。 

二次元バーコードはこちら→ 

      

 

 

 調停手続を通じて、他方当事者に書類（事件関係の主張書面及び裏付資料は除く。）

や物品等を手渡してほしい等の要望があっても、裁判所ではこのような書類や物品等

の授受の仲介は行いません。調停期日に上記のような書類や物品等を持参しないよう

ご注意ください。 

 調停期日の開始にあたり、ご本人であることを確認するために調停委員が住所や生

年月日を尋ねたり、運転免許証等の提示を求めたりすることがあります。 

５ 婚姻費用の支払について 

調停又は審判で定められた内容は、確定判決と同様の効果を有します。したがって、

婚姻費用を支払うことが決まったのに、義務者が支払を行わない場合は、権利者への

債務として蓄積され、権利者の申出によって「履行勧告」又は「強制執行」がなされ

る可能性があります。 

なお、婚姻費用の支払義務は、調停や審判で定められた時期まで続きますが、収入

の増減や病気等の大きな事情の変化があった場合には、増額・減額の調停又は審判の

申立てが可能です。 


